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自己資本の構成に関する開示事項（平成28年３月期第２四半期（中間期））

【三井住友トラスト・ホールディングス】

（連結・国際統一基準）

（単位：百万円、％）

普通株式に係る株主資本の額 1,885,876 1,800,640

うち、資本金及び資本剰余金の額 906,715 906,876

うち、利益剰余金の額 1,031,239 918,133

うち、自己株式の額（△） 27,083 601

うち、社外流出予定額（△） 24,995 23,766

うち、上記以外に該当するものの額 -               -               

普通株式に係る新株予約権の額 423 232

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 196,764 295,147 58,230 232,923

普通株式等Tier１資本に係る調整後非支配株主持分の額 954 2,646

経過措置により普通株式等Tier１資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計額 22,289 27,358

うち、普通株式等Tier１資本に係る調整後非支配株主持分の額 22,289 27,358

普通株式等Tier１資本に係る基礎項目の額 （イ） 2,106,308 1,889,108

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 56,423 84,635 28,357 113,430

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 32,781 49,172 18,483 73,935

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外のものの額 23,641 35,462 9,873 39,495

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 -               -               469 1,879

繰延ヘッジ損益の額 △ 3,809 △ 5,714 △ 2,525 △ 10,100

適格引当金不足額 17,074 25,611 20,394 81,579

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 2,052 3,078 1,406 5,627

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 -               -               -               -               

退職給付に係る資産の額 53,123 79,685 14,490 57,963

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 1 2 1 4

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 -               -               -               -               

少数出資金融機関等の普通株式の額 1,418 2,127 3,948 15,794

特定項目に係る十パーセント基準超過額 -               -               -               -               

-               -               -               -               

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に関連するものの額 -               -               -               -               

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -               -               -               -               

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 -               -               -               -               

-               -               -               -               

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に関連するものの額 -               -               -               -               

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -               -               -               -               

その他Tier１資本不足額 -               -               

普通株式等Tier１資本に係る調整項目の額 （ロ） 126,284 66,544

普通株式等Tier１資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 1,980,023 1,822,563
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（単位：百万円、％）

経過措置
による

不算入額

経過措置
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不算入額

平成27年
9月末
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項目
国際様式の
該当番号

31a その他Tier１資本調達手段に係る株主資本の額 -               -               

31b その他Tier１資本調達手段に係る新株予約権の額 -               -               

32 その他Tier１資本調達手段に係る負債の額 120,000 -               

特別目的会社等の発行するその他Tier１資本調達手段の額 -               -               

その他Tier１資本に係る調整後非支配株主持分等の額 9,725 9,421

適格旧Tier１資本調達手段の額のうちその他Ｔｉｅr１資本に係る基礎項目の額に含まれる額 276,000 385,000

116,000 225,000

160,000 160,000

経過措置によりその他Tier１資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計額 8,691 5,747

うち、為替換算調整勘定の額 8,691 5,747

その他Tier１資本に係る基礎項目の額 （ニ） 414,416 400,168

自己保有その他Tier１資本調達手段の額 -               -               -               -               

意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier１資本調達手段の額 -               -               -               -               

少数出資金融機関等のその他Tier１資本調達手段の額 384 576 1,356 5,425

その他金融機関等のその他Tier１資本調達手段の額 -               -               -               -               

経過措置によりその他Tier１資本に係る調整項目の額に算入されるものの額の合計額 65,637 119,356

うち、のれん相当額 48,405 70,967

うち、企業結合等により計上される無形固定資産相当額 1,348 1,972

うち、証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 3,078 5,627

うち、適格引当金不足額の50％相当額 12,805 40,789

Ｔｉer２資本不足額 -               -               

その他Tier１資本に係る調整項目の額 （ホ） 66,022 120,713

その他Tier１資本の額（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 348,394 279,455

Tier１資本の額（（ハ）＋（ヘ）） （ト） 2,328,417 2,102,019

Tier２資本調達手段に係る株主資本の額 -               -               

Tier２資本調達手段に係る新株予約権の額 -               -               

Tier２資本調達手段に係る負債の額 60,000 30,000

特別目的会社等の発行するTier２資本調達手段の額 -               -               

Tier２資本に係る調整後非支配株主持分等の額 2,377 2,784

適格旧Tier２資本調達手段の額のうちＴｉｅr２資本に係る基礎項目の額に含まれる額 465,548 629,614

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社等の発行する資本調達手段の額 -               -               

465,548 629,614

一般貸倒引当金Tier２算入額及び適格引当金Ｔｉｅr２算入額の合計額 362 408

うち、一般貸倒引当金Ｔｉｅr２算入額 362 408

うち、適格引当金Ｔｉｅr２算入額 -               -               

経過措置によりTier２資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計額 179,591 170,815

180,301 171,710

うち、土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 △ 709 △ 895

Tier２資本に係る基礎項目の額 （チ） 707,879 833,622
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（単位：百万円、％）

経過措置
による

不算入額

経過措置
による

不算入額

平成27年
9月末

平成26年
9月末

項目
国際様式の
該当番号

自己保有Tier２資本調達手段の額 -               -               -               -               

意図的に保有している他の金融機関等のTier２資本調達手段の額 -               -               -               -               

少数出資金融機関等のTier２資本調達手段の額 1,352 2,029 7,081 28,326

その他金融機関等のTier２資本調達手段の額 -               -               1,120 4,480

経過措置によりTier２資本に係る調整項目の額に算入されるものの額の合計額 13,943 48,890

うち、金融機関等の資本調達手段の額の合計額 1,137 8,100

うち、適格引当金不足額の50％相当額 12,805 40,789

Tier２資本に係る調整項目の額 （リ） 15,295 57,091

Tier２資本の額（（チ）－（リ）） （ヌ） 692,584 776,530

総自己資本の額（（ト）＋（ヌ）） （ル） 3,021,001 2,878,550

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額の合計額 123,933 192,014

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 34,114 37,523

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 -               1,879

うち、退職給付に係る資産の額 79,685 57,963

うち、自己保有資本調達手段の額 8 11

うち、金融機関等の資本調達手段の額 10,124 94,636

リスク・アセットの額の合計額 （ヲ） 19,637,861 20,522,021

連結普通株式等Ｔｉｅr１比率（（ハ）／（ヲ）） 10.08% 8.88%

連結Ｔｉｅr１比率　（（ト）／（ヲ）） 11.85% 10.24%

連結総自己資本比率（（ル）／（ヲ）） 15.38% 14.02%

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不算入額 206,704 178,168

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に係る調整項目不算入額 51,751 53,245

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に係る調整項目不算入額 -               -               

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調整項目不算入額 -               -               

一般貸倒引当金の額 362 408

一般貸倒引当金に係るTier２資本算入上限額 5,191 5,030

-               -               

適格引当金に係るＴｉｅr２資本算入上限額 103,665 102,630

適格旧Tier１資本調達手段に係る算入上限額 381,500 436,000

-               -               

適格旧Tier２資本調達手段に係る算入上限額 600,536 686,327

-               -               85
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